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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 66,764 63,104 67,118 137,478 133,682 

経常利益 （百万円） 3,422 3,824 5,895 7,547 8,567 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,925 2,144 3,669 4,083 8,167 

純資産額 （百万円） 68,058 74,037 86,235 72,271 80,648 

総資産額 （百万円） 183,370 184,470 181,811 190,159 178,206 

１株当たり純資産額 （円） 339.02 368.94 429.23 360.20 401.68 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 9.51 10.69 18.28 19.86 40.36 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 9.00 10.12 17.22 18.80 37.98 

自己資本比率 （％） 37.12 40.13 47.43 38.01 45.26 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 1,206 1,707 3,739 8,459 6,303 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △2,154 △2,971 △3,489 △2,808 7,023 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △3,633 △2,506 △1,464 △8,432 △16,130 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 10,704 8,218 8,327 12,237 9,699 

従業員数 (名) 3,766 3,498 3,465 3,599 3,437 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 43,552 43,202 47,087 88,849 90,917 

経常利益 （百万円） 2,555 3,068 4,520 5,457 6,394 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,824 2,473 3,170 3,772 4,592 

資本金 （百万円） 15,994 15,994 15,994 15,994 15,994 

発行済株式総数 （千株） 205,053 202,478 202,478 202,478 202,478 

純資産額 （百万円） 60,884 67,074 74,532 64,730 69,442 

総資産額 （百万円） 155,798 160,484 153,423 163,263 150,581 

１株当たり純資産額 （円） 303.28 334.24 370.98 322.81 346.02 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 9.01 12.33 15.80 18.55 22.75 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 8.54 11.65 14.90 17.58 21.51 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） 3.00 3.00 3.00 6.00 8.00 

自己資本比率 （％） 39.1 41.8 48.6 39.6 46.1 

従業員数 (名) 1,668 1,643 1,609 1,632 1,608 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社33社（内 在外11社）及び関連会社17社（内 在外２社）で構成され、油脂製品、

化成製品、火薬・加工品等の製造販売を主な事業内容とし、その他、物流及び不動産等の事業活動を展開しておりま

す。 

 当中間連結会計期間における当社グループの事業内容の重要な変更及び主要な関係会社の異動は、次のとおりであ

ります。 

(1）油脂製品事業 

 主な事業内容の異動はありません。 

(2）化成製品事業 

 主な事業内容の異動はありません。 

(3）火薬・加工品事業 

 主な事業内容の異動はありません。 

(4）その他の事業 

 主な事業内容の異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

(1) 平成16年10月に常熟日油化工有限公司を設立し、現在工場建設中であります。 

(2) 平成17年4月に日油商事（株）の化学品部門を油化産業（株）に吸収統合しました。 

(3) 平成17年6月に日本化学塗料（株）の当社保有の全株式を日油商事（株）へ売却しました。 

  



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

油脂製品事業  661 

化成製品事業  1,046 

火薬・加工品事業  1,230 

その他の事業  333 

全社（共通）  195 

合計  3,465 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 1,609 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

わが国経済は、原油価格の高騰など先行き不透明な部分を残してはおりますが、民間設備投資の増加や雇用情勢

の改善に伴う個人消費の拡大などにより、景気は堅調に回復を続けております。 

当社グループを取り巻く事業環境も、情報関連分野や健康関連分野で需要が好転するなど明るさが見えてまいり

ました。しかし、一方では国内外における企業間競争はさらに激しさを増しております。 

当社グループは、厳しい事業環境の中でも成長の期待に応え、かつ存在感ある企業グループを目指して、「2007

中期経営計画」を指針に売上高の拡大と収益力の強化を進めております。 

基幹事業については、高付加価値製品の拡販、生産コストの低減に努め、収益基盤の強化を図っております。需

要の伸びが著しい薄型テレビ向け反射防止フィルムでは、第１および第２塗工設備に加え、昨年完成した第３塗工

設備も高効率で稼動させ、生産能力の増強およびコストダウンを実施中であります。 

新規開発事業については、市場開発・研究開発体制の強化を行うとともに、生産設備の増強を行いました。本年

１０月にはGMP対応のDDS新工場を稼動させ、DDS医薬用製剤原料の供給能力を大幅に増強いたしました。 

以上のような経営努力を積み重ねてまいりました結果、当上半期の売上高は、67,118百万円と前年同期比6.4%の

増収、経常利益は、5,895百万円と前年同期比54.2%の増益となりました。また、中間純利益は、3,669百万円と前年

同期比71.1%の増益となりました。 

① 油脂製品事業 

油脂製品事業の売上高は、27,992百万円と前年同期比2.5%の増収、営業利益は、752百万円と昨年の食品新工場

移転に伴う一時費用がなくなったこともあり前年同期比96.1%の増益となりました。 

脂肪酸誘導体は、重点的に市場開拓を進めております電子材料分野への出荷は増加しましたが、その他の関連業

界への売上高が減少したことから、売上高は前年同期並となりました。 

食用加工油脂は、当社の独自技術を用いた改質剤が引き続き好調でありましたが、マーガリンやショートニング

が低調であったため、売上高は横這いに留まりました。一方、健康関連製品は、油脂コーティング技術を用いた健

康素材加工製品が、また医療栄養食分野では濃厚流動食がいずれも好調であったため、売上高は増加しました。 

② 化成製品事業 

化成製品事業の売上高は、26,034百万円と前年同期比15.7%の増収、営業利益は、3,644百万円と前年同期比

46.5%の増益となりました。 

有機過酸化物は、中国経済の加熱抑制による影響が一部ありましたものの、全般的には需要業界の好調に支えら

れ、売上高は増加しました。機能性ポリマーは、自動車関連、IT関連が比較的好調であったこと、また反射防止フ

ィルムも、プラズマディスプレイパネルなど大型薄型画面テレビ向けの出荷が大幅に伸びたことから、売上高は増

加しました。 

 エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体については、独自技術を生かした高機能製品を基礎化粧品

分野、電子材料分野および医薬原料分野で展開を進めたことにより、また、生体適合素材であるMPC関連製品は、

MPCの持つ諸特性の認知が進み、化粧品原料やハードコンタクトレンズ洗浄保存液に加え、診断薬用MPCポリマーや

ナノ粒子化したMPCポリマーなどで市場分野が広がったため、いずれも売上高は好調に推移しました。 

電子材料については、当社の独自技術を生かした液晶表示用カラーフィルター関連材料を中心に積極的に市場開

発を進めております。また、高周波基板についても、独自素材による基板が電気特性に加えて三次元構造に対応で

きる点も評価され、実用化に向けた開発が進んでおります。 

 DDS医薬用製剤原料については、当社固有の合成・精製技術を用いた原薬修飾用ポリエチレングリコール誘導体

として新規の分岐型誘導体を市場に投入したことにより、また、高純度リン脂質は、新規顧客開拓に注力したこと

により、いずれも売上高は増加しました。 

特殊防錆処理剤・防錆加工については、自動車部品業界をはじめとする国内外の需要増により、売上高が増加す

るなか、環境対応型防錆処理剤「ジオメット」について、市場展開を着実に進めております。 

③ 火薬・加工品事業 

火薬・加工品事業の売上高は、12,168百万円と前年同期比1.8%の減収となりましたが、収益改善施策を進めたこ

とにより営業利益は、743百万円と前年同期比68.1%の増益となりました。 

ロケット関連製品は、売上高が増加しましたものの、無煙火薬は、前年同期並みの売上高にとどまり、産業用爆

薬類は、土木工事関連業界の需要低迷の影響を受け、売上高は減少しました。 

自動車用安全部品は、国内生産のシートベルト用ガス発生器の拡販を着実に進めたほか、インフレータ用の新規

ガス発生剤の商品化もあって、売上高は増加しました。 



防犯用具「ネットランチャー」は、学校の防犯備品として、また民間の警備用途にも展開し、市場拡大に務めて

おります。 

④ その他の事業 

その他の事業は、運送事業および不動産事業から構成されており、その売上高は、923百万円と前年同期比4.6%

の増収、営業利益は、192百万円と前年同期比136.3%の増益となりました。 

所在地別業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

国内は、化薬・加工品事業は減収となりましたが、油脂製品事業、化成製品事業が増販となったことから売上高

は61,862百万円と前年同期比6.0%の増収、営業利益は4,717百万円と前年同期比68.5%の増益となりました。 

② その他 

その他の地域については、特殊防錆処理剤・防錆加工事業が売上を伸ばしたことにより、売上高は5,255百万円

と前年同期比10.5%の増収、営業利益は前年同期比0.1%の増益となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動による資金の増加が、固定資産

の取得等投資活動による資金の減少及び長短借入金の返済、配当金の支払等の財務活動による資金の減少より下回

り、前連結会計年度末に比べ1,371百万円減少し、8,327百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の増加2,138百万円等により、前年同期に比べ

2,031百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、短期貸付金の回収による収入の減少1,488百万円、固定資産の売却による

収入の増加997百万円等により、前年同期に比べ518百万円の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出の減少9,000百万円、長短借入金の借入による収入

の減少等7,565百万円及び配当金の支出の増加399百万円により、前年同期に比べ1,042百万円の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示しますと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における火薬・加工品事業の一部について受注生産を行っており、受注状況は、次のとおり

であります。 

 なお、火薬・加工品事業を除く製品については、見込み生産を行っております。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示しますと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
金額 

（百万円） 
前年同期比 
（％） 

油脂製品事業 17,862 0.2 

化成製品事業 20,749 16.9 

火薬・加工品事業 11,535 6.0 

合計 50,147 7.9 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

火薬・加工品事業 2,179 △31.5 13,131 △2.6 

事業の種類別セグメントの名称 
金額 

（百万円） 
前年同期比 
（％） 

油脂製品事業 27,992 2.5 

化成製品事業 26,034 15.7 

火薬・加工品事業 12,168 △1.8 

その他の事業 923 4.6 

合計 67,118 6.4 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、厳しい事業環境の中でも存在感のある企業を目指して、グループを挙げて「2007中期経営計画」

に掲げました収益拡大を伴う業容拡大に取組んでまいります。また、財務体質の改善を継続し、全社支援業務の効率

化、業務革新を進め、国際競争力のある強靭な企業体質を築いてまいりたいと考えております。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社グループの事業は油脂製品、化成製品、火薬・加工品、その他の事業からなり、グループとしての総合力を発

揮すべく各事業部門間の密接な技術移転を行いながら研究を進めております。 

また、有望な新規分野の研究開発では当グループの研究所のみならず、専門の諸大学・国立研究所等への研究委託

や共同研究体制を敷き、相当の成果を得ております。 

当中間連結会計期間は、研究開発費として2,755百万円を投入しました。 

〔主な研究開発の成果〕 

(1) 油脂製品事業 

油脂、脂肪酸関連分野は、パーソナルケア、環境・エネルギー、情報・電子関連を中心とした開発研究に取り

組んでおり、それぞれ着実な研究成果をあげることができました。特に情報・電子分野ではトナー用高純度ワッ

クスが市場の好評を得て大きく伸長しました。また、パーソナルケア関連では、保湿性・美白効果を有する当社

独自の生理活性物質を配合した用時混合型の基礎化粧品原料を新規開発することができました。環境・エネルギ

ー関連では、PRTR対象物質の代替となるアルキレンオキシド型界面活性剤の開発に成功しました。 

食品分野では、先期上市した高機能製パン用油脂の市場提案活動に注力した結果、大手製パンメーカーへの採

用等成果が拡大しています。またフィリング用マーガリン等新製品5品を上市しました。健康関連分野では、2005

年版食事摂取基準に合わせて医療栄養食のリニューアルを行いました。また、アルファリポ酸等の機能素材を利

用したマイクロカプセル製品の開発により成果を上げています。 

その他として、環境対応型車両洗浄剤の開発、製紙分野関連薬剤の開発・上市、畜産飼料用油脂の応用開発、

施工材料・工法の技術開発があげられます。 

(2) 化成製品事業 

化成製品分野では、有機過酸化物、石油化学、機能性フィルム、機能性ポリマー関連の開発研究を行っていま

す。 

機能性フィルムでの主な成果としては、反射防止フィルムとしてTVディスプレーの色の再現性が高く画質向上

性のあるリアルック5800、8800を新たに開発し上市しました。また有機過酸化物では環境対応をキーワードに開

発を進めており、不飽和ポリエステル硬化時のホルムアルデヒドの発生や残存モノマーを抑制した硬化剤の新商

品、パーキュアUを開発し上市しました。 

ライフサイエンス分野では、生体類似構造を持つMPCポリマーを軸にアイケア、スキンケア、繊維加工剤などの

分野を中心に研究開発を進めています。主な成果としては、化粧品関連では新たなスキンケア用原料を開発し、

販売しております。また、繊維加工剤では、柔軟剤向け薬剤の開発を進め、販売を開始しました。 

電材分野では、当社の技術、素材に優位性があり差別化が図れる分野に特化して開発研究を行っています。主

な成果としては、ブロック酸硬化技術を利用した液晶表示用カラーフィルター保護塗工液の品揃えの充実をあげ

ることができ、幅広いユーザーへの展開を図り、新規ユーザーを獲得してきました。また、当社固有素材である

グラフトポリマーの優れた電気特性・熱加工性を利用した高周波用途への基盤としての応用開発では、世界的な

展示会への出品により多くのユーザーに好評をいただき、開発ステージを大きく進めることができました。 

DDS分野では、医薬品を効率良くかつ標的部位に向けて副作用も少なく投与するためのドラッグデリバリーシス

テム用の活性化PEG、リン脂質、可溶化剤の開発を行っています。主な成果としましては、新工場設立に伴う活性

化PEGのスケールアップ製造法の開発が挙げられます。また、当社が持つ高純度高機能のDDS素材を用いた処方開

発にも取り組んでおり、これまでの植物性原料を用いた高純度リポソームに新たに美白や抗老化機能のある活性

エキスを封入したタイプの品揃えを増やしました。 

(3) 火薬・加工品事業 

火薬・加工品分野では、産業用爆薬類、自動車用安全部品等の新製品開発および改良研究に取り組んでおりま

す。 

産業用爆薬類は、硝安油剤爆薬のプリル硝安を安価輸入品に適用するための開発研究を実施し、量産品への適



用に成功しました。 

自動車用安全部品関連では、自動車用エアーバックに使用されるガス発生剤の製造技術の確立およびシートベ

ルト用ガス発生剤の開発研究および改良研究を行っております。 

その他として、ネットランチャーのバージョンアップ製品の開発、安全・防犯装置関係製品の開発、粒状凍結

防止剤及び新型凍結防止剤供給システムの開発、医療用滅菌資材では放射線治療用インジケーターの開発、大陸

棚精査に使用する海底地震計用切離装置の技術開発があげられます。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充等の計画は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

投資予定額には、自己資金を充当する予定であります。 

  平成17年９月30日現在

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 必要性 

投資予定額 工期予定 
完成後の 
増加能力 総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 

着工 完成 

 日本油脂㈱ 

川崎事業所 

神奈川県 

川崎市   
化成製品事業   

化成製品製造

設備  
新設 1,200 0 

平成17年 

9月 

平成19年 

3月  
ー  

日本ダクロシ

ャムロック㈱ 

神奈川県 

川崎市    
化成製品事業   

化成製品製造

設備  
新設 600 0 

 平成17年 

8月 

平成18年 

3月  
 ー 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社が発行する株式の総数は783,828,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には平成17年12月１日から、この半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基

づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれ

ておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 783,828,000 

計 783,828,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 202,478,651 202,478,651 東京証券取引所第一部 ― 

計 202,478,651 202,478,651 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの譲渡価額は、分割または併合の比率

に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、権利付与日以降、時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換および新株引受権の権利行使の場

合を除く）するときは、次の算式により１株当たりの譲渡価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日） 

  
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）                    222       同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）                222,000       同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり290 （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日～ 

平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      290 

資本組入額     145 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの譲渡価額は、分割または併合の比率

に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、権利付与日以降、時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換および新株引受権の権利行使の場

合を除く）するときは、次の算式により１株当たりの譲渡価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げる。 

② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる転換社債の残高等は次のとおりで

あります。 

 第14回無担保転換社債（平成８年12月20日発行） 

株主総会の特別決議日（平成15年６月27日） 

  
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）           482（注）１ 同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）               482,000 同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり432 （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日～ 

平成21年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      432 

資本組入額     216 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

転換社債の残高（百万円） 7,999 7,999 

転換価格（円） 581.00 581.00 

資本組入額（円） 291 291 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 202,478,651 － 15,994,817 － 13,372,174 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 19,487 9.62 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 17,043 8.41 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 10,264 5.06 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 8,866 4.37 

明治安田生命保険相互会社 東京都新宿区西新宿一丁目９番１号 5,775 2.85 

新日鉱ホールディングス株式

会社 
東京都港区虎ノ門二丁目10番１号 4,609 2.27 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 4,232 2.09 

日油親栄会 
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 

日本油脂株式会社経理部気付 
3,642 1.79 

日本生命保険相互会社（特別

勘定年金口） 

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本油脂株式会社経理部気付 
3,281 1.62 

日油共栄会 
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 

日本油脂株式会社経理部気付 
3,120 1.54 

計   80,319 39.62 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 上記「完全議決権株式（自己株式等）」の中には、商法第210条ノ２第２項（ストックオプション制度）の

規定により取得した自己株式が940,000株含まれております。 

２ 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22,000株含まれております

が、「議決権の数」の欄には同機構名義の議決権22個は含まれておりません。 

②【自己株式等】 

 （注） 日光油脂株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会（日油親栄会 東京都渋谷区恵比寿四丁目20

番３号）に加入しており、同持株会名義で当社株式13,176株を所有しております。この13,176株は、議決

権13個を有しており、上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれておりま

す。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    1,569,000 
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式       18,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  198,249,000 198,227 ― 

単元未満株式 普通株式    2,642,651 ― 
一単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 202,478,651 ― ― 

総株主の議決権 ― 198,227 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己株式） 

日本油脂株式会社 

東京都渋谷区恵比

寿四丁目20番３号 
1,569,000 ― 1,569,000 0.77 

（相互保有株式） 

日光油脂株式会社 

東京都墨田区東墨

田二丁目13番23号 
16,000 13,000 29,000 0.01 

（相互保有株式） 

ニッサン石鹸株式

会社 

大阪府大阪市鶴見

区横堤二丁目５番

106号 

2,000 ― 2,000 0.0 

計 － 1,587,000 13,000 1,600,000 0.79 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 月別最高・最低株価は東京証券取引所の市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 なお、当社では、執行役員制度を導入しておりますが、前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提

出日までにおいて、執行役員の異動はありません。      

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 420 421 411 435 428 514 

最低（円） 375 383 389 401 392 414 



第５【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間財務諸表並び

に当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受けておりま

す。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     8,595 8,581   9,941 

２ 受取手形及び売掛金     29,675 32,297   33,703 

３ たな卸資産     21,585 23,276   20,833 

４ 繰延税金資産     2,095 2,137   2,078 

５ その他     5,806 2,240   4,264 

６ 貸倒引当金     △78 △89   △93 

流動資産合計     67,678 36.7 68,444 37.6   70,729 39.7

Ⅱ 固定資産         

(1)有形固定資産 
※１ 
※２ 

      

１ 建物及び構築物   22,767 21,169 21,705   

２ 機械装置及び運搬具   14,819 14,152 14,702   

３ 土地   20,675 19,676 20,124   

４ 建設仮勘定   2,156 2,730 1,532   

５ その他   1,755 62,173 33.7 1,619 59,348 32.6 1,611 59,675 33.5

(2)無形固定資産     1,056 0.6 2,297 1.3   1,775 1.0

(3)投資その他の資産         

１ 投資有価証券   42,901 43,337 38,474   

２ 長期貸付金   2,269 433 417   

３ 前払年金費用   3,218 3,892 3,617   

４ 繰延税金資産   2,866 957 956   

５ その他   2,366 3,140 2,590   

６ 貸倒引当金   △61 53,561 29.0 △38 51,722 28.5 △29 46,026 25.8

固定資産合計     116,791 63.3 113,367 62.4   107,477 60.3

資産合計     184,470 100.0 181,811 100.0   178,206 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金     21,745 21,784   22,504 

２ 短期借入金     16,479 6,551   6,896 

３ 一年内返済予定長期借入
金 

※２   3,918 4,063   165 

４ 一年内償還予定転換社債     ― 7,999   7,999 

５ 未払法人税等     1,288 1,678   2,089 

６ 未払費用     5,664 3,432   4,129 

７ 預り金     3,156 3,227   3,222 

８ 賞与引当金     2,408 2,611   2,469 

９ その他     4,796 2,298   4,873 

流動負債合計     59,457 32.3 53,646 29.5   54,351 30.5

Ⅱ 固定負債         

１ 転換社債     7,999 ―   ― 

２ 長期借入金 ※２   22,829 19,162   23,149 

３ 繰延税金負債     10,948 14,742   11,891 

４ 退職給付引当金     4,482 3,326   3,308 

５ 役員退職引当金     710 661   686 

６ その他     645 509   645 

固定負債合計     47,615 25.8 38,402 21.1   39,682 22.3

負債合計     107,072 58.1 92,049 50.6   94,033 52.8

（少数株主持分）         

少数株主持分     3,360 1.8 3,526 2.0   3,525 2.0

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     15,994 8.7 15,994 8.8   15,994 9.0

Ⅱ 資本剰余金     13,377 7.2 13,372 7.4   13,376 7.5

Ⅲ 利益剰余金     36,436 19.7 44,444 24.4   41,857 23.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金     9,927 5.4 13,763 7.6   10,840 6.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,002 △0.5 △712 △0.4   △694 △0.4

Ⅵ 自己株式     △696 △0.4 △627 △0.4   △726 △0.4

資本合計     74,037 40.1 86,235 47.4   80,648 45.2

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    184,470 100.0 181,811 100.0   178,206 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     63,104 100.0 67,118 100.0   133,682 100.0 

Ⅱ 売上原価     46,699 74.0 48,078 71.6   98,624 73.8

売上総利益     16,405 26.0 19,040 28.4   35,058 26.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   13,014 20.6 13,715 20.5   26,752 20.0

営業利益     3,390 5.4 5,324 7.9   8,305 6.2

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   63 72 112   

２ 受取配当金   299 339 310   

３ 持分法による投資利益   202 103 300   

４ 不動産収入   100 105 222   

５ 為替差益    ― 164 ―   

６ その他   251 916 1.4 185 971 1.5 419 1,365 1.0

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   315 233 587   

２ その他   167 482 0.7 166 400 0.6 515 1,103 0.8

経常利益     3,824 6.1 5,895 8.8   8,567 6.4

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※２ 424 430 547   

２ 投資有価証券売却益   8 513 1,322   

３ 塗料事業精算益   ― ― 3,773   

４ 厚生年金基金解散益   ― ― 1,251   

５ 関係会社株式売却益   100 ― ―   

６ その他   ― 532 0.8 3 947 1.4 203 7,098 5.3

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産除却損 ※３ 37 28 113   

２ 減損損失 ※４ ― 488 ―   

３ 投資有価証券売却損   ― 63 40   

４ 投資有価証券評価損   3 5 2   

５ たな卸資産評価損   ― ― 605   

６ 退職特別加算金   274 ― 274   

７ その他   12 326 0.5 88 675 1.0 248 1,285 0.9

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    4,030 6.4 6,168 9.2   14,379 10.8

法人税、住民税及び事業
税 

  1,442 1,680 3,444   

法人税等調整額   396 1,839 2.9 761 2,442 3.6 2,555 5,999 4.5

少数株主利益     47 0.1 56 0.1   212 0.2

中間（当期）純利益     2,144 3.4 3,669 5.5   8,167 6.1



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     13,381 13,376   13,381

Ⅱ 資本剰余金減少高       

１ 自己株式処分差損   3 3 4 4 4 4

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    13,377 13,372   13,376

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     34,965 41,857   34,965

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間（当期）純利益   2,144 2,144 3,669 3,669 8,167 8,167

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   601 1,002 1,203 

２ 取締役賞与   71 67 71 

３ 自己株式処分差損   ― 673 12 1,082 ― 1,275

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    36,436 44,444   41,857



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  4,030 6,168 14,379

減価償却費   2,522 2,528 5,338

連結調整勘定償却額   22 21 45

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △922 △256 △2,495

受取利息及び受取配
当金 

  △362 △411 △423

支払利息   315 233 587

持分法による投資損
益 

  △202 △103 △300

固定資産売却益   △424 △430 △547

投資有価証券評価損   3 ― 2

投資有価証券売却損
益 

  △108 △450 △1,282

塗料事業精算益   ― ― △3,773

減損損失   ― 488 ―

売上債権の増減額
（増加：△） 

  3,337 1,476 △715

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △2,196 △2,423 △787

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  △726 △717 8

その他   △1,117 △534 △63

小計   4,170 5,588 9,972

利息及び配当金の受
取額 

  377 399 542

利息の支払額   △327 △224 △594

法人税等の支払額   △2,513 △2,024 △3,617

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  1,707 3,739 6,303

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の取得
による支出 

  △20 △24 △445

投資有価証券の売却
による収入 

  67 710 13,104

連結子会社株式の売
却による収入 

  91 ― 111

有形・無形固定資産
の取得による支出 

  △4,372 △3,696 △8,690

有形・無形固定資産
の売却による収入 

  457 1,454 650

短期貸付金の純増減
額（増加：△） 

  1,528 40 641

長期貸付による支出   △757 △125 △133

長期貸付金の回収に
よる収入 

  425 34 3,110

塗料事業精算による
支出  

  ― △1,352 ―

その他   △389 △531 △1,324

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △2,971 △3,489 7,023

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  956 △400 △8,618

長期借入による収入   9,919 ― 10,508

長期借入金の返済に
よる支出 

  △3,807 △97 △7,811

社債償還による支出   △9,000 ― △9,000

自己株式の取得によ
る支出及び売却によ
る収入 

  67 82 35

配当金の支払額   △598 △998 △1,200

少数株主への配当金
の支払額 

  △43 △51 △43

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △2,506 △1,464 △16,130

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △248 △156 264

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △4,019 △1,371 △2,538

Ⅵ 現金及び現金同等物期
首残高 

  12,237 9,699 12,237

Ⅶ 現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高 

※１ 8,218 8,327 9,699



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲 

(1) 連結子会社の数及び主要な連

結子会社名 

24社 

主要な会社名は日油商事㈱、

日本工機㈱、日油技研工業

㈱、㈱日本ダクロシャムロッ

ク、METAL COATINGS  

INTERNATIONAL INC.、PT.NOF  

MASCHEMICAL INDUSTRIESであ

ります。 

 従来連結子会社でありまし

た㈱タセトは全株式を売却し

たことにより連結の範囲から

除外しております。 

１ 連結の範囲 

(1) 連結子会社の数及び主要な連

結子会社名 

21社 

主要な会社名は日油商事㈱、

日本工機㈱、日油技研工業

㈱、㈱日本ダクロシャムロッ

ク、METAL COATINGS  

INTERNATIONAL INC.、PT.NOF  

MASCHEMICAL INDUSTRIESであ

ります。 

  

  

  

１ 連結の範囲 

(1) 連結子会社の数及び主要な連

結子会社名 

21社 

 主要な会社名は日油商事㈱、

日本工機㈱、日油技研工業㈱、

㈱日本ダクロシャムロック、

METAL COATINGS  

INTERNATIONAL INC.、PT.NOF  

MASCHEMICAL INDUSTRIESであり

ます。 

 従来連結子会社でありました

㈱タセトは全株式を売却いたし

ました。また㈱パイロセーフテ

ィーデバイスを解散しその事業

を昭和金属工業㈱に統合いたし

ました。同じく日油サービス㈱

は日武産業㈱を吸収合併し、二

チユ物流㈱に社名変更いたしま

した。さらに、日油商事㈱はニ

チユエステート㈱を吸収合併し

ました。 

(2) 主要な非連結子会社名 

主要な非連結子会社はNOF  

AMERICA CORPORATIONでありま

す。 

(2) 主要な非連結子会社名 

同左 

(2) 主要な非連結子会社名 

同左 

(3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等のそ

れぞれの合計額は、連結会社

の総資産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金（持分に見

合う額）等のそれぞれの合計

額に対していずれも小規模で

あり、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりませ

ん。 

(3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

同左 

(3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）のそれぞれの合計額

は、連結会社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）のそれぞれの合計額に

対していずれも小規模であり、

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりません。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 持分法の適用 

(1) 持分法適用会社の数及び持分

法適用会社名 

５社（いずれも関連会社）、

会社名はナゴヤダクロ㈱、ニ

ッサン石鹸㈱、㈱オートリブ

ニチユ、PT.SINAR 

OLEOCHEMICAL INTERNATIONAL

及び日本油脂BASFコーティン

グス㈱であります。 

２ 持分法の適用 

(1) 持分法適用会社の数及び持分

法適用会社名 

４社（いずれも関連会社）、

会社名はナゴヤダクロ㈱、ニ

ッサン石鹸㈱、㈱オートリブ

ニチユ及びPT.SINAR 

OLEOCHEMICAL INTERNATIONAL

であります。 

２ 持分法の適用 

(1) 持分法適用会社の数及び持分法

適用会社名 

４社（いずれも関連会社）、

会社名はナゴヤダクロ㈱、ニ

ッサン石鹸㈱、㈱オートリブ

ニチユ及びPT.SINAR 

OLEOCHEMICAL INTERNATIONAL

であります。日本油脂BASFコ

ーティングス株式会社は全株

式を売却しました。 

(2) 持分法を適用しない主要な非

連結子会社・関連会社の会社

名 

持分法を適用していない主要

な非連結子会社はNOF AMERICA 

CORPORATION、持分法を適用し

ていない主要な関連会社は 

TAIWAN NICHIYUCHEMICAL  

CO.LTD.であります。 

(2) 持分法を適用しない主要な非

連結子会社・関連会社の会社

名 

同左 

(2) 持分法を適用しない主要な非連

結子会社・関連会社の会社名 

同左 

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社・関連会社について持分

法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社については

中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。 

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社・関連会社について持分

法を適用しない理由 

同左 

(3) 持分法を適用しない非連結子会

社・関連会社について持分法を

適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社については当期

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外

しております。 

(4) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。 

(4)     同左 (4) 持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につ

いては、各社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 連結子会社の中間決算日等 

連結子会社のうち、㈱日本ダクロ

シャムロック、METAL COATINGS  

INTERNATIONAL INC.、PT.NOF MAS 

CHEMICAL INDUSTRIES、MICHIGAN 

METAL COATINGS CO.、GEORGIA 

METAL COATINGS CO.、DACRAL 

S.A.、METAL COATINGS BRAZIL 

IND.E. COM.LTDA.、DACRAL 

MANUFACTURING 及びNOF EUROPE 

(Belgium) N.V.の中間決算日は６

月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては各社の中間決算日の中間財務

諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っており

ます。前記以外の連結子会社の中

間決算日は、いずれも中間連結決

算日の９月30日であります。 

３ 連結子会社の中間決算日等 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等 

 連結子会社のうち、㈱日本ダクロ

シャムロック、METAL COATINGS  

INTERNATIONAL INC.、PT.NOF MAS 

CHEMICAL INDUSTRIES、MICHIGAN 

METAL COATINGS CO.、GEORGIA 

METAL COATINGS CO.、DACRAL 

S.A.、METAL COATINGS BRAZIL 

IND.E. COM.LTDA.、DACRAL 

MANUFACTURING 及びNOF EUROPE 

(Belgium) N.V.の決算日は12月31日

であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては

各社の決算日の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行

っております。前記以外の連結子会

社の決算日は、いずれも連結決算日

の３月31日であります。 

４ 会計処理基準 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

たな卸資産…… 

主として移動平均法による

原価法であります。 

４ 会計処理基準 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

たな卸資産…… 

同左 

４ 会計処理基準 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

たな卸資産…… 

同左 

有価証券…… 有価証券…… 有価証券…… 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

であります。（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は主として移動平均法

により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法であ

ります。（評価差額は

全部資本直入法により

処理し、売却原価は主

として移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

時価のないもの 

主として移動平均法に

よる原価法でありま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産…… 

建物（建物附属設備を除

く）については、主として

定額法によっております。

建物以外については、主と

して定率法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産…… 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

有形固定資産…… 

同左 

建物及び構築物 

７～50年 

  

  

  

  

機械装置及び運搬具 

６～12年 

  

  

  

  

無形固定資産…… 

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっており

ます。 

無形固定資産…… 

同左 

無形固定資産…… 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…… 

貸倒れによる損失に備える

ため一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…… 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…… 

同左 

②賞与引当金…… 

当社及び主要な連結子会社

は従業員の賞与の支払に備

えて、賞与支給見込額の当

中間連結会計期間負担額を

計上しております。 

②賞与引当金…… 

同左 

②賞与引当金…… 

当社及び主要な連結子会社

は従業員の賞与の支払に備

えて、賞与支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上

しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③退職給付引当金…… 

当社及び主要な連結子会社

においては、従業員の退職

給付に備えるため、当連結

会社年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込

額に基づき当中間連結会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法

により費用処理することと

しております。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定

額法により発生の翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③退職給付引当金…… 

同左 

③退職給付引当金…… 

当社及び主要な連結子会社

においては、従業員の退職

給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法

により費用処理することと

しております。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定

額法により発生の翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。 

④役員退職引当金…… 

当社及び連結子会社のうち

日油商事㈱、日油技研工業

㈱、油化産業㈱、昭和金属

工業㈱、日邦工業㈱、日武

産業㈱、㈱ジャペックス、

ニチユソリューション㈱及

び日油サービス㈱は役員等

の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上してお

ります。 

なお、当社の役員（取締役

及び監査役）の退職慰労金

制度の廃止（平成16年６月

29日）以前の在任期間に対

応する退職慰労金について

は、当中間連結会計期間末

の役員退職引当金に含めて

計上しております。 

④役員退職引当金…… 

当社及び連結子会社のうち

日油商事㈱、日油技研工業

㈱、油化産業㈱、昭和金属

工業㈱、日邦工業㈱、㈱ジ

ャペックス、ニチユソリュ

ーション㈱、㈱日本ダクロ

シャムロック及びニチユ物

流㈱は役員等の退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

   同左 

  

④役員退職引当金…… 

当社及び連結子会社のうち

日油商事㈱、日油技研工業

㈱、油化産業㈱、昭和金属

工業㈱、日邦工業㈱、㈱ジ

ャペックス、ニチユソリュ

ーション㈱、㈱日本ダクロ

シャムロック及びニチユ物

流㈱は役員等の退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計

上しております。 

なお、当社の役員（取締役

及び監査役）の退職慰労金

制度の廃止（平成16年６月

29日）以前の在任期間に対

応する退職慰労金について

は、当連結会計期間末の役

員退職引当金に含めて計上

しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、主として通常

の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりま

す。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法…… 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

等が付されている外貨建金

銭債権債務等については、

振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金

利スワップについては、特

例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用し

ております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法…… 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法…… 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象… 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利ス

ワップ取引 

ヘッジ手段とヘッジ対象… 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象… 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

為替予約… 

外貨建営業取引 

ヘッジ対象 

同左 

  

ヘッジ対象 

同左 

  

金利スワップ… 

借入金の金利 

  

  

  

  

ヘッジ方針… 

為替予約取引については、

為替相場の変動によるリス

クの軽減を目的とし、通常

の外貨建営業取引に係る契

約等を踏まえ、必要な範囲

内で為替予約取引を利用

し、投機的な取引は行わな

い方針であります。金利ス

ワップ取引については資金

調達に限定し、金利の変動

によるリスクの軽減を目的

としてスワップ取引を利用

し、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

ヘッジ方針… 

同左 

ヘッジ方針… 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ヘッジ有効性評価の方法… 

ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間において

ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして

判断しております。なお、

金利スワップについては特

例処理を採用しているも

の、又は、為替予約取引に

ついては、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の期日、通貨種別

及び金額等の重要な条件が

同一であるなど為替相場の

変動に対し高い相関関係が

あると考えられるものに対

しては、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

ヘッジ有効性評価の方法… 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法… 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

②法人税、住民税及び事業税の

算定方法 

当中間連結会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税は、

当連結会計年度において予定

している利益処分による固定

資産圧縮積立金及び特別償却

準備金の積立及び取崩しを前

提として当中間連結会計期間

に係る金額を計算しておりま

す。 

②法人税、住民税及び事業税の

算定方法 

同左 

  

  

――――― 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更  

追加情報  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税金等調

整前中間純利益は488百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額につきま

しては、改正後の中間連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  （中間連結損益計算書） 

 「為替差益」は前中間連結会計期間において営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

  

──────  従来、固定資産として保有して

おりましたもののうち、建物723百

万円、土地503百万円の所有目的を

変更し、流動資産の「たな卸資

産」に振替えております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

102,287百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

105,618百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

103,920百万円 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

  期末簿価 

（百万円） 

  工場財団 その他 

土地 2,616 78

建物及び構築物 7,515 89

機械装置及び運搬具 5,835 －

計 15,967 167

  期末簿価 

（百万円） 

  工場財団 その他 

土地 2,616 78

建物及び構築物 7,297 86

機械装置及び運搬具 5,929 ー

計 15,843 165

  期末簿価 

（百万円） 

  工場財団 その他 

土地 2,616 78

建物及び構築物 7,469 86

機械装置及び運搬具 6,074 ー

計 16,160 164

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

  期末簿価 

（百万円） 

  工場財団 その他 

長期借入金※ 1,500 26

計 1,500 26

  期末簿価 

（百万円） 

  工場財団 その他 

長期借入金※ 2,500 16

計 2,500 16

  期末簿価 

（百万円） 

  工場財団 その他 

長期借入金※ 2,500 19

計 2,500 19

※一年内返済予定額として、長期借入

金1,502百万円を流動負債に計上し

ております。 

※一年内返済予定額として、長期借入

金1百万円を流動負債に計上してお

ります。 

※一年内返済予定額として、長期借入

金3百万円を流動負債に計上してお

ります。 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

尼崎ユーティリティ

サービス㈱ 
569百万円

㈱オートリブニチュ 352 〃 

ニッサンミロク㈱ 100 〃 

従業員 20 〃 

計 1,042百万円

尼崎ユーティリティ

サービス㈱ 
479百万円

㈱オートリブニチュ 75 〃 

従業員 10 〃 

計 566百万円

尼崎ユーティリティ

サービス㈱ 
480百万円

㈱オートリブニチュ 252 〃 

ニッサンミロク㈱ 100 〃 

従業員 12 〃 

計 845百万円

 ４ 手形割引高及び裏書譲渡高  ４ 手形割引高及び裏書譲渡高  ４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 164百万円 受取手形裏書譲渡高 90百万円 受取手形裏書譲渡高 173百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

発送配達費 2,436百万円

給料手当及び賞与 3,539 〃 

退職給付費用 465 〃 

役員退職引当金繰

入額 
67 〃 

研究開発費 2,380 〃 

連結調整勘定償却

額 
39 〃 

発送配達費 2,200百万円

給料手当及び賞与 3,918 〃 

退職給付費用 508 〃 

役員退職引当金繰

入額 
57 〃 

研究開発費 2,422 〃 

連結調整勘定償却

額 
37 〃 

発送配達費 4,701百万円

給料手当及び賞与 7,924 〃 

退職給付費用 886 〃 

役員退職引当金繰

入額 
 126 〃 

研究開発費 4,773 〃 

連結調整勘定償却

額 
78 〃 

※２ 土地の売却益であります。 ※２ 土地の売却益であります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

    土地 546百万円 

機械装置及び運搬

具 
 0 〃 

計 547百万円 

※３ 遊休資産及び生産設備の合理化により

不用となった固定資産の除却損であ

り、内訳は次のとおりであります。 

※３ 固定資産の除却損の内訳は次のとおり

であります。 

※３ 遊休資産及び生産設備の合理化により

不用となった固定資産の除却損であ

り、内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬

具 
20百万円

建物及び構築物 5 〃 

その他（工具器具

備品他） 
12 〃 

 計 37百万円 

機械装置及び運搬

具 
10百万円

建物及び構築物 4 〃 

その他（工具器具

備品他） 
13 〃 

 計 28百万円

機械装置及び運搬

具 
50百万円

建物及び構築物 14 〃 

その他（工具器具

備品他） 
48 〃 

 計 113百万円

※４       ――――― ※４ 減損損失 ※４       ――――― 

  当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

  

 用途 種類 場所

遊休資産 土地
茨城県つくば市
他 

 

   当社グループは、事業用資産におい

ては事業区分をもとに、概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の

単位ごとに、遊休資産においては個別

物件単位で資産のグルーピングを行っ

ております。 

 地価の著しい下落により減損の兆候

が生じておりました遊休土地について

将来キャッシュ・フローを見積もった

結果、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額488百万円を特別損

失に計上しております。    

 なお、回収可能価額は正味売却価額

により算定しており、不動産鑑定評価

額を基に評価しております。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係は次のとおりであります。 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 8,595百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△382 〃 

取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来

する短期投資（有価

証券） 

5 〃 

現金及び現金同等物 8,218百万円 

現金及び預金勘定 8,581百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△253 〃 

現金及び現金同等物 8,327百万円

現金及び預金勘定 9,941百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△248 〃 

取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来

する短期投資（有価

証券） 

5 〃 

現金及び現金同等物 9,699百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
工具器
具備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

2,193 460 2,653 

減価償却
累計額相
当額 

1,130 288 1,419 

中間期末
残高相当
額 

1,063 171 1,234 

  
工具器
具備品 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額 

1,987 533 2,521

減価償却
累計額相
当額 

1,219 362 1,581

中間期末
残高相当
額 

768 171 939

工具器
具備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額
相当額 

2,123 529 2,653

減価償却
累計額相
当額 

1,144 349 1,493

期末残高
相当額 

979 180 1,159

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 511百万円

１年超 723百万円

合計 1,234百万円

１年以内 453百万円

１年超 485百万円

合計 939百万円

１年以内 491百万円

１年超 667百万円

合計 1,159百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 274百万円

減価償却費相当額 274百万円

支払リース料 271百万円

減価償却費相当額 271百万円

支払リース料 545百万円

減価償却費相当額 545百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 66百万円

１年超 79百万円

合計 146百万円

１年以内 71百万円

１年超 144百万円

合計 215百万円

１年以内 67百万円

１年超 142百万円

合計 210百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 （注） 有価証券について3百万円（その他有価証券で時価のあるもの株式3百万円）減損を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 12,583 29,410 16,826 

(2)債券       

① 国債・地方債等 10 10 0 

② 社債 553 564 10 

小計 563 574 10 

(3)その他 222 206 △16 

合計 13,370 30,190 16,820 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 707 

優先株式 1,000 

優先出資証券 1,000 

マネー・マネージメント・ファンド 5 

出資証券 10 



当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 （注） 有価証券について5百万円減損を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 11,293 34,666 23,373 

(2)債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 550 561 11 

小計 550 561 11 

(3)その他 4 9 4 

合計 11,848 35,237 23,388 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 706 

優先株式 1,000 

優先出資証券 1,000 

出資証券 22 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（上記１を除く） 

 （注） 有価証券について2百万円（その他有価証券で時価のある株式2百万円）減損を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）に係るデ

リバティブ取引についてはヘッジ会計を適用しているため、該当する注記事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 11,828 30,207 18,379 

(2)債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 550 561 11 

小計 550 561 11 

(3)その他 134 121 △13 

合計 12,513 30,890 18,376 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 703 

優先株式 1,000 

優先出資証券 1,000 

マネー・マネージメント・ファンド 5 

出資証券 22 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

  
油脂製品
事業 
（百万円） 

化成製品
事業 
（百万円）

火薬・加
工品事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
27,319 22,505 12,396 882 63,104 － 63,104 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
8 589 15 1,707 2,321 (2,321) － 

計 27,327 23,095 12,412 2,590 65,426 (2,321) 63,104 

営業費用 26,943 20,607 11,970 2,508 62,030 (2,316) 59,714 

営業利益（損失△） 384 2,487 442 81 3,395 △4 3,390 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
油脂製品
事業 
（百万円） 

化成製品
事業 
（百万円）

火薬・加
工品事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
27,992 26,034 12,168 923 67,118 － 67,118 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
9 221 37 2,847 3,116 (3,116) － 

計 28,001 26,256 12,206 3,770 70,234 (3,116) 67,118 

営業費用 27,248 22,611 11,462 3,578 64,900 (3,107) 61,793 

営業利益（損失△） 752 3,644 743 192 5,333 △9 5,324 



 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性に応じて、油脂製品事業、化成製品事業、火薬・加

工品事業、その他の事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品等 

(1）油脂製品事業…………脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、食用加工油脂、健康関連食品 

(2）化成製品事業…………有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体、

機能性ポリマー、特殊防錆剤 

(3）火薬・加工品事業……産業用爆薬、推進薬、火工品、金属加工品、自動車用安全部品 

(4）その他の事業…………運送、不動産販売及び管理業務 

３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
油脂製品
事業 
（百万円） 

化成製品
事業 
（百万円）

火薬・加
工品事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
54,843 46,314 30,784 1,740 133,682 － 133,682 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
17 1,221 29 4,668 5,937 (5,937) － 

計 54,860 47,536 30,814 6,409 139,619 (5,937) 133,682 

営業費用 53,848 42,206 29,066 6,189 131,311 (5,933) 125,377 

営業利益 1,011 5,329 1,748 219 8,308 △3 8,305 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

  日本（百万円） 
その他 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上

高 
58,352 4,752 63,104 － 63,104 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
704 74 779 (779) － 

計 59,057 4,827 63,884 (779) 63,104 

営業費用 56,257 4,240 60,498 (783) 59,714 

営業利益 2,799 586 3,386 4 3,390 



 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

その他…………………北米（米国）、欧州（ベルギー、フランス）、アジア（インドネシア） 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  日本（百万円） 
その他 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上

高 
61,862 5,255 67,118 － 67,118 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
539 195 734 (734) － 

計 62,401 5,451 67,852 (734) 67,118 

営業費用 57,683 4,864 62,547 (754) 61,793 

営業利益 4,717 587 5,304 19 5,324 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  日本（百万円） 
その他 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上

高 
124,410 9,272 133,682 － 133,682 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
1,420 198 1,618 (1,618) － 

計 125,830 9,470 135,301 (1,618) 133,682 

営業費用 118,633 8,385 127,018 (1,641) 125,377 

営業利益 7,197 1,084 8,282 23 8,305 



【海外売上高】 

 海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

その他…………………北米（米国、カナダ）、アジア（韓国、台湾等）、欧州（ベルギー、フランス等）

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 9,846 9,846 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   63,104 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
15.6 15.6 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 10,252 10,252 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   67,118 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
15.3 15.3 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,421 19,421 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   133,682 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
14.5 14.5 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式金額調整後１株当たり（中間）純利益額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 368.94円

１株当たり中間純利益 10.69円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
10.12円

１株当たり純資産額 429.23円

１株当たり中間純利益 18.28円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
17.22円

１株当たり純資産額 401.68円

１株当たり当期純利益 40.36円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
37.98円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間純利益 

中間純利益 

2,144百万円 

１株当たり中間純利益 

中間純利益 

3,669百万円 

１株当たり当期純利益 

当期純利益 

8,167百万円 

普通株主に帰属しない金額 

－百万円 

普通株主に帰属しない金額 

－百万円 

普通株主に帰属しない金額 

72百万円 

普通株式に係る中間純利益 

2,144百万円 

普通株式に係る中間純利益 

3,669百万円 

普通株式に係る当期純利益 

8,095百万円 

期中平均株式数 

200,542千株 

期中平均株式数 

200,749千株 

期中平均株式数 

200,582千株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

中間純利益調整額 

27百万円 

(内：支払利息 25百万円)

中間純利益調整額 

27百万円 

(内：支払利息 25百万円)

当期純利益調整額 

54百万円 

(内：支払利息 51百万円)

(税額相当控除後) 

普通株式増加数 

14,006千株 

(内転換社債 13,767千株)

(内新株予約権  239千株)

(税額相当控除後) 

普通株式増加数 

13,955千株 

(内転換社債 13,767千株)

(内新株予約権  188千株)

(税額相当控除後) 

普通株式増加数 

14,002千株 

(内転換社債 13,767千株)

(内新株予約権  234千株)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成15年６月27日定時株主総会

決議ストックオプション 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 平成15年６月27日定時株主総会

決議ストックオプション 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 平成15年６月27日定時株主総会

決議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      525千株 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      525千株  

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      525千株  



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 自己株式の取得 

 当社は、平成17年10月11日開催の取

締役会において、商法第211条ノ３第

１項第２号の規定に基づき、経営環境

の変化に対応した機動的な資本政策を

遂行するため、取得の期限を平成18年

３月31日まで、取得する株式の総数を

7,000千株（上限）、取得価格の総額

を3,500百万円とする自己株式（普通

株式）の取得を決議し、これを次のと

おり実施しました。 

(1) 取得の方法 

    東京証券取引所のToSTNet－２

   （終値取引）による買付 

(2) 取得した株式の数 

              6,693千株

(3) 取得価格の総額  

            3,409百万円

(4) 取得した時期 

       平成17年10月12日および

      平成17年11月２日 

該当事項はありません。  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   4,092   3,181 4,100   

２ 受取手形   689   240 640   

３ 売掛金   20,228   22,760 22,090   

４ たな卸資産   13,736   14,330 13,753   

５ 繰延税金資産   1,507   1,211 1,158   

６ 未収入金   3,205   687 3,077   

７ 短期貸付金   10,834   10,051 10,330   

８ その他   1,177   456 557   

貸倒引当金   △15   △15 △17   

流動資産合計     55,455 34.6 52,905 34.5   55,689 37.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

(1）建物   11,766   11,435 11,669   

(2）機械及び装置   11,631   11,042 11,639   

(3）土地   11,197   10,701 11,190   

(4）建設仮勘定   1,901   2,680 1,489   

(5）その他   4,726   4,408 4,520   

計   41,224   40,268 40,509   

２ 無形固定資産   526   1,826 1,291   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   54,616   50,174 45,606   

(2）長期貸付金   4,549   2,060 2,121   

(3）前払年金費用   3,216   3,892 3,617   

(4）その他   1,591   2,394 1,843   

貸倒引当金   △696   △98 △98   

計   63,277   58,424 53,091   

固定資産合計     105,028 65.4 100,518 65.5   94,891 63.0

資産合計     160,484 100.0 153,423 100.0   150,581 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   2,804   1,248 2,817   

２ 買掛金   14,233   15,047 15,015   

３ 短期借入金 ※２ 19,602   9,601 6,003   

４ 一年内償還予定転
換社債 

  ―   7,999 7,999   

５ 未払費用   4,034   2,167 3,092   

６ 未払法人税等   755   1,165 1,199   

７ 未払消費税等 ※４ 27   133 113   

８ 預り金   5,428   5,580 5,258   

９ 設備関係支払手形   2,283   17 1,383   

10 賞与引当金   1,598   1,774 1,693   

11 その他   2,040   1,798 2,821   

流動負債合計     52,810 32.9 46,533 30.3   47,397 31.5

Ⅱ 固定負債           

１ 転換社債   7,999   ― ―   

２ 長期借入金 ※２ 22,523   19,115 23,116   

３ 繰延税金負債   9,371   12,704 9,977   

４ 役員退職引当金   532   503 478   

５ その他   173   33 169   

固定負債合計     40,599 25.3 32,357 21.1   33,742 22.4

負債合計     93,409 58.2 78,890 51.4   81,139 53.9

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     15,994 10.0 15,994 10.4   15,994 10.6

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   13,372   13,372 13,372   

２ その他資本剰余金   5   ― 4   

資本剰余金合計     13,377 8.3 13,372 8.7   13,376 8.9

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   3,156   3,156 3,156   

２ 任意積立金   21,162   23,784 21,162   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  4,265   5,285 5,782   

利益剰余金合計     28,584 17.8 32,227 21.0   30,101 20.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    9,813 6.1 13,563 8.9   10,694 7.1

Ⅴ 自己株式     △696 △0.4 △625 △0.4   △725 △0.5

資本合計     67,074 41.8 74,532 48.6   69,442 46.1

負債・資本合計     160,484 100.0 153,423 100.0   150,581 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     43,202 100.0 47,087 100.0   90,917 100.0 

Ⅱ 売上原価     32,944 76.3 34,950 74.2   69,163 76.1

売上総利益     10,257 23.7 12,136 25.8   21,753 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    8,390 19.4 8,499 18.1   16,828 18.5

営業利益     1,867 4.3 3,637 7.7   4,925 5.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,692 3.9 1,270 2.7   2,482 2.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   491 1.1 387 0.8   1,013 1.1

経常利益     3,068 7.1 4,520 9.6   6,394 7.0

Ⅵ 特別利益 ※３   611 1.4 919 2.0   1,880 2.1

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５ 

  60 0.1 586 1.3   1,009 1.1

税引前中間（当
期）純利益 

    3,619 8.4 4,853 10.3   7,265 8.0

法人税、住民税及
び事業税 

  758   1,003 1,941   

法人税等調整額   387 1,145 2.7 679 1,682 3.6 732 2,673 2.9

中間（当期）純利
益 

    2,473 5.7 3,170 6.7   4,592 5.1

前期繰越利益     1,791 2,127   1,791 

中間配当額     ― ―   602 

自己株式処分差損     ― 12   ― 

中間（当期）未処
分利益 

    4,265 5,285   5,782 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）たな卸資産 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）たな卸資産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）たな卸資産 

同左 

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法であ

ります。（評価差額は

全部資本直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定し

ております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法でありま

す。（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）

は定額法、建物以外は定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

建物 ７～47年 

機械及び装置 ６～12年 

    

(2）無形固定資産 

定額法によっております。た

だし、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

(4）役員退職引当金 

役員等の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

中間会計期間末要支給額を計

上しております。 

なお、当社の役員（取締役及

び監査役）の退職慰労金制度

の廃止（平成16年６月29日）

以前の在任期間に対応する退

職慰労金については、当中間

会計期間期末の役員退職引当

金に含めて計上しておりま

す。 

(4）役員退職引当金 

同左 

(4）役員退職引当金 

役員等の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

期末要支給額を計上しており

ます。 

なお、当社の役員（取締役及

び監査役）の退職慰労金制度

の廃止（平成16年６月29日）

以前の在任期間に対応する退

職慰労金については、当期末

の役員退職引当金に含めて計

上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約等が

付されている外貨建金銭債権

債務等については、振当処理

の要件を満たしている場合は

振当処理を、金利スワップに

ついては、特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利スワ

ップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

ヘッジ対象 

為替予約… 

外貨建営業取引 

  

  

  

  

  

  

金利スワップ… 

借入金の金利 

  

  

  

  

③ ヘッジ方針 

為替予約取引については、為

替相場の変動によるリスクの

軽減を目的とし、通常の外貨

建営業取引に係る契約等を踏

まえ、必要な範囲内で為替予

約取引を利用し、投機的な取

引は行わない方針でありま

す。金利スワップ取引につい

ては資金調達に限定し、金利

の変動によるリスクの軽減を

目的としてスワップ取引を利

用し、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等

を基礎にして判断しておりま

す。なお、金利スワップにつ

いては特例処理を採用してい

るもの、又、為替予約取引に

ついては、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の期日、通貨種別及び

金額等の重要な条件が同一で

あるなど為替相場の変動に対

し高い相関関係があると考え

られるものに対しては、ヘッ

ジの有効性の判定は省略して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他の中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

６ その他の中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

６ その他の財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）法人税、住民税及び事業税の

算定方法 

当中間会計期間に係る法人

税、住民税及び事業税は、当

年度において予定している利

益処分による固定資産圧縮積

立金及び特別償却準備金の積

立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

(2）法人税、住民税及び事業税の

算定方法 

同左 

────── 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利

益は488百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額につきま

しては、改正後の中間財務諸表

等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

────── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

72,376百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

75,060百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

73,940百万円 

※２ 担保資産 

イ 担保差入資産 

※２ 担保資産 

イ 担保差入資産 

※２ 担保資産 

イ 担保差入資産 

有形固定資産 16,135百万円 有形固定資産 16,008百万円 有形固定資産 16,325百万円

上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分 

有形固定資産 15,967百万円 有形固定資産 15,843百万円 有形固定資産 16,160百万円

ロ 債務の内容 ロ 債務の内容 ロ 債務の内容 

長期借入金＊ 1,526百万円 長期借入金＊ 2,516百万円 長期借入金＊ 2,519百万円

上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分 

長期借入金＊ 1,500百万円 長期借入金 2,500百万円 長期借入金 2,500百万円

（＊は一年内返済予定額を含む） （＊は一年内返済予定額を含む） （＊は一年内返済予定額を含む） 

 ３ 偶発債務 

（銀行借入に対する保証債務） 

 ３ 偶発債務 

（銀行借入に対する保証債務） 

 ３ 偶発債務 

（銀行借入に対する保証債務） 

PT.NOF MAS  

CHEMICAL  

INDUSTRIES 

846百万円

(7,624千US$)

尼崎ユーティ

リティサービ

ス㈱ 

569百万円

㈱オートリブ

ニチユ 
352 〃 

従業員 13 〃 

その他２件 104 〃 

計 1,886百万円

PT.NOF MAS  

CHEMICAL  

INDUSTRIES 

984百万円

(8,700千US$)

尼崎ユーティ

リティサービ

ス㈱ 

479百万円

㈱オートリブ

ニチユ 
75 〃 

その他２件 18 〃 

計 1,558百万円

PT.NOF MAS  

CHEMICAL  

INDUSTRIES 

983百万円

(9,162千US$)

尼崎ユーティ

リティサービ

ス㈱ 

480百万円

㈱オートリブ

ニチユ 
252 〃 

その他３件 117 〃 

計 1,834百万円

※４ 消費税等の計上 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

し、流動負債に未払消費税等として計

上しております。 

※４ 消費税等の計上 

同左 

───── 

  

 ５ 当社では、運転資金の効率的調達を行

うため、主要取引金融機関と特定融資枠

契約を締結しております。 

   当中間会計期間期末における特定融資

枠契約の総額及び借入実行残高は次のと

おりであります。 

 ５ 当社では、運転資金の効率的調達を行

うため、主要取引金融機関と特定融資枠

契約を締結しております。 

   当中間会計期間期末における特定融資

枠契約の総額及び借入実行残高は次のと

おりであります。 

 ５ 当社では、運転資金の効率的調達を行

うため、主要取引金融機関と特定融資枠

契約を締結しております。 

   当期末における特定融資枠契約の総額

及び借入実行残高は次のとおりでありま

す。 

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 3,000 〃 

差引額 7,000百万円

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 10,000百万円

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 10,000百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうちの主なもの ※１ 営業外収益のうちの主なもの ※１ 営業外収益のうちの主なもの 

受取利息 94百万円

受取配当金 1,280百万円

不動産収入 157百万円

技術料収入 10百万円

受取利息 82百万円

受取配当金 934百万円

不動産収入 140百万円

  

受取利息 158百万円

受取配当金 1,702百万円

不動産収入 311百万円

技術料収入 87百万円

※２ 営業外費用のうちの主なもの ※２ 営業外費用のうちの主なもの ※２ 営業外費用のうちの主なもの 

支払利息 198百万円

社債利息 113百万円

不動産貸与費用 59百万円

支払利息 171百万円

社債利息 43百万円

  

支払利息 424百万円

社債利息 157百万円

不動産貸与費用 112百万円

※３ 特別利益のうちの主なもの ※３ 特別利益のうちの主なもの ※３ 特別利益のうちの主なもの 

固定資産売却益 420百万円 投資有価証券売却益 500百万円

固定資産売却益 416百万円

投資有価証券売却益 1,225百万円

固定資産売却益 464百万円

固定資産売却益は土地の売却益であり

ます。 

固定資産売却益は土地の売却益であり

ます。 

固定資産売却益は土地の売却益であり

ます。 

※４ 特別損失のうちの主なもの ※４ 特別損失のうちの主なもの ※４ 特別損失のうちの主なもの 

固定資産除却損 29百万円 固定資産除却損 23百万円 固定資産除却損 64百万円

遊休資産及び生産設備の合理化により

不用となった固定資産の除却損であり

内訳は次のとおりであります。 

固定資産の除却損の内訳は次のとおり

であります。 

遊休資産及び生産設備の合理化により

不用となった固定資産の除却損であり

内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 15百万円

建物 4 〃 

工具器具備品他 8 〃 

計 29百万円

関係会社整理損 25百万円

機械及び装置 9百万円

工具器具備品 7 〃 

車輌運搬具他 6 〃 

計 23百万円

減損損失 488百万円

投資有価証券売却損 63百万円

機械及び装置 34百万円

建物 9 〃 

工具器具備品他 21 〃 

計 64百万円

塗料事業精算損 837百万円

関係会社整理損 25 〃 

※５       ――――― ※５ 減損損失 ※５       ――――― 

  当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

  

 用途 種類 場所

遊休資産 土地 茨城県つくば市他

 

   当社は、事業用資産においては事業

区分をもとに、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位ごと

に、遊休資産においては個別物件単位

で資産のグルーピングを行っておりま

す。 

 地価の著しい下落により減損の兆候

が生じておりました遊休土地について

将来キャッシュ・フローを見積もった

結果、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額488百万円を特別損

失に計上しております。    

 なお、回収可能価額は正味売却価額

により算定しており、不動産鑑定評価

額を基に評価しております。  

  

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,806百万円

無形固定資産 83 〃 

計 1,890百万円

有形固定資産 1,842百万円

無形固定資産 70 〃 

計 1,913百万円

有形固定資産 3,892百万円

無形固定資産 150 〃 

計 4,042百万円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
工具器具備
品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額相当額 1,721 1,721 

減価償却累計額
相当額 

812 812 

中間期末残高相
当額 

909 909 

  
工具器具
備品 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額 

1,612 19 1,631

減価償却
累計額相
当額 

944 1 946

中間期末
残高相当
額 

667 17 684

工具器具
備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額
相当額 

1,656 34 1,691

減価償却
累計額相
当額 

873 30 903

期末残高
相当額 

783 4 788

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 342百万円

１年超 566 〃 

合計 909百万円

１年内 329百万円

１年超 355 〃 

合計 684百万円

１年内 334百万円

１年超 454 〃 

合計 788百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 186百万円

減価償却費相当額 186百万円

支払リース料 179百万円

減価償却費相当額 179百万円

支払リース料 367百万円

減価償却費相当額 367百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 
  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経過リース料中間期

末残高の有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」に

より算定しております。 

同左 なお、取得価額相当額及び未経過リース料

期末残高相当額は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 400 3,603 3,203 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 400 3,909 3,509 

種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 400 4,258 3,858 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 334.24円

１株当たり中間純利益 12.33円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
11.65円

１株当たり純資産額 370.98円

１株当たり中間純利益 15.80円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
14.90円

１株当たり純資産額 346.02円

１株当たり当期純利益 22.75円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
21.51円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間純利益 

中間純利益 

2,473百万円 

１株当たり中間純利益 

中間純利益 

3,170百万円 

１株当たり当期純利益 

当期純利益 

4,592百万円 

普通株主に帰属しない金額 

―百万円 

普通株主に帰属しない金額 

―百万円 

普通株主に帰属しない金額 

30百万円 

  

  

  

  

(うち利益処分による役員賞与金)  

(30百万円)  

普通株式に係る中間純利益 

2,473百万円 

普通株式に係る中間純利益 

3,170百万円 

普通株式に係る当期純利益 

4,562百万円 

期中平均株式数 

200,543千株 

期中平均株式数 

200,750千株 

期中平均株式数 

200,582千株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

中間純利益調整額 

27百万円 

(内支払利息   25百万円)

中間純利益調整額 

27百万円 

(内支払利息   25百万円)

当期純利益調整額 

54百万円 

(内支払利息    51百万円)

(税額相当控除後) 

普通株式増加数 

14,006千株 

(内転換社債 13,767千株)

(内新株予約権  239千株)

(税額相当控除後) 

普通株式増加数 

13,955千株 

(内転換社債 13,767千株)

(内新株予約権  188千株)

(税額相当控除後) 

普通株式増加数 

14,002千株 

(内転換社債 13,767千株)

(内新株予約権  234千株)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成15年６月27日定時株主総会

決議ストックオプション 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成15年６月27日定時株主総会

決議ストックオプション 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成15年６月27日定時株主総会

決議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式     525千株 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式     525千株 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式     525千株 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 自己株式の取得 

 当社は、平成17年10月11日開催の

取締役会において、商法第211条ノ３

第１項第２号の規定に基づき、経営

環境の変化に対応した機動的な資本

政策を遂行するため、取得の期限を

平成18年３月31日まで、取得する株

式の総数を7,000千株（上限）、取得

価額の総額を3,500百万円とする自己

株式（普通株式）の取得を決議し、

次のとおりこれを実施いたしまし

た。 

(1) 取得の方法 

   東京証券取引所のToSTNet－２ 

   （終値取引）による買付 

(2) 取得した株式の数 

            6,693千株 

(3) 取得価額の総額 

           3,409百万円 

(4) 取得した時期 

      平成17年10月21日及び 

      平成17年11月２日 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

平成17年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額……………………602,726,082円 

(ロ)１株当りの金額 

普通配当金…………………………………………… 3円00銭 

(ハ)支払請求権の効力発生日および支払開始日…………平成17年12月８日 

 （注） 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払を行ないま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 
  

事業年度 

(第82期) 
  

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 
  

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書       平成17年９月７日 

関東財務局長に提出。 

  平成17年６月29日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。     

(3) 自己株券買付状況報告書       
平成17年11月４日 

平成17年12月５日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

日 本 油 脂 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本油脂株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本油脂株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１２日

日 本 油 脂 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本油脂株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本油脂株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

（１）中間連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、

「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連

結財務諸表を作成している。 

（２）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月２１日及び平成１７年１１月２日に自己株式を取得してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

日 本 油 脂 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本油脂株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本油

脂株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１２日

日 本 油 脂 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本油脂株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本油

脂株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（１）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成

している。 

（２）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月２１日及び平成１７年１１月２日に自己株式を取得してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 
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